
市民納涼花火大会事業補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、市民納涼花火大会事業補助金（以下「本補助金」という。）

について、鳥取市補助金等交付規則（昭和４２年鳥取市規則第１１号。以下

「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。

（交付目的）

第２条 本補助金は、本市の夏の観光事業として定着している市民納涼花火大

会が盛大に行われるよう、花火大会の運営に要する経費に対し、補助金を交

付することにより、観光客の誘致を図り、もって本市の観光の振興を図るこ

とを目的とする。

（補助対象者）

第３条 本補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、

補助事業を実施する団体とする。

（補助対象事業）

第４条 本補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）

は、市民納涼花火大会とする。

（補助対象経費）

第５条 本補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補

助対象事業に要する会場設営費及び大会運営費並びに安全管理費とする。た

だし、原則補助対象者自身から調達したものに係る経費及び仕入控除税額（補

助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法

（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除

できる部分の金額と、当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に

規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額をいう。以下同じ。）を

除く。

（補助金の算定等）

第６条 本補助金は、補助対象経費の総額から、当該事業に伴う協賛金、負担

金等の特定財源の額を控除した額に１０分の１０を乗じて得た額（1,000円未

満の端数を切り捨てた額とする。）以内で算定し、予算の範囲内で交付する。 

（交付申請の時期等） 

第７条 本補助金の交付申請は、補助対象事業の開始前までに行わなければな

らない。

２ 規則第４条の申請書に添付すべき同条第１号に掲げる書類は、様式第１号

によるものとする。

３ 本補助金の交付を受けようとする者が、免税事業者、簡易課税事業者、特

定収入割合が５パーセントを超えている公益法人等（消費税法別表第３に掲

げる法人及び同法第２条第１項第７号に規定する人格のない社団等をいう。）

であるとき、又は仕入控除税額が明らかでないときは、第５条の規定にかか



わらず、仕入控除税額を含む補助対象経費の額をもって算定した補助金の額

（以下「仕入控除税額を含む額」という。）の範囲内で交付申請をすること

ができる。

４ 市長は、前項の規定による申請を受けたときは、第５条の規定にかかわら

ず、仕入控除税額を含む額の範囲内で交付決定をすることができる。この場

合においては、仕入控除税額が明らかになった後、速やかに、交付決定に係

る本補助金の額（変更された場合は、変更後の額とする。以下「交付決定額」

という。）から当該仕入控除税額に対応する額を減額するものとする。

（実績報告等）

第８条 規則第１２条の報告書に添付すべき同条第１号に掲げる書類は、様式

第１号によるものとする。

２ 本補助金の交付を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、実績報告

に当たり、その時点で明らかになっている仕入控除税額（以下「実績報告控

除税額」という。）が交付決定額に係る仕入控除税額（以下「交付決定控除

税額」という。）を超える場合は、補助対象経費の額からその超える額を控

除して報告しなければならない。

３ 補助事業者が仕入税控除税額を含む額で交付決定を受けた一般課税事業者

であって、実績報告の後に、申告により仕入控除税額が確定した場合におい

て、その額が実績報告控除税額（交付決定控除税額が実績報告控除税額を超

えるときは、当該交付決定控除税額）を超えるときは、様式第２号により速

やかに市長に報告し、市長の返還命令を受けて、その超える額に対応する額

を市に返還しなければならない。

（雑則）

第９条 この要綱に定めるもののほか、本補助金について必要な事項は、経済

観光部長が定める。

   附 則

この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。

   附 則

この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。

   附 則

この要綱は、平成１５年６月２４日から施行する。

   附 則

この要綱は、平成１６年１１月１日から施行する。 

   附 則

この要綱は、平成１９年１１月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 



様式第１号（第７条、第８条関係）

事業計画（報告）書

１ 補助事業名           市民納涼花火大会事業   

２ 事業（予定）期間       開始     年   月   日

                  終了     年   月   日

３ 事業計画（実績）

【消費税の取り扱い】※いずれか該当するものに〇をしてください。 

（一般課税事業者・簡易課税事業者・免税事業者・特定収入割合が５％を超

えている公益法人・仕入控除税額が明らかでない一般課税事業者） 



様式第２号（第８条関係）
年  月  日

 鳥取市長 様

                 申請者  住 所               
                      氏 名               

  年度市民納涼花火大会事業仕入控除税額確定報告書

   年  月  日付鳥取市指令第  号により交付決定の通知のあった市民納涼花火大会事業補助
金について、市民納涼花火大会事業補助金交付要綱第８条第３項の規定に基づき、下記のとおり報告し
ます。

記

１ 交付された補助金等の額の確定額           金      円

（ 年 月 日付第 号による額の確定通知額）

２ 消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額

                           金      円

３ 補助金の額の確定までに減額した仕入控除税額    金      円

４ 補助金返還額（２から３の額を差し引いた額）    金      円

５ 仕入控除税額がない理由（選択又は記入すること。）

□ 課税期間に係る基準期間における課税売上高が 1,000万円以下であり、適格請求書発行事業者
に登録しておらず、消費税の納税義務がない。

□ 簡易課税方式により申告したため、補助金に係る消費税及び地方消費税の仕入控除税額がない。

□ ２割特例方式（適格請求書発行事業者となる小規模事業者に対する負担軽減措置）により申告

したため、補助金に係る消費税及び地方消費税の仕入控除税額がない。

□ 公益法人等であり、特定収入割合が５％を超えるため、補助金に係る消費税及び地方消費税の

仕入控除税額がない。

□ その他（                         ）

６ 添付資料 

（１）消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の積算方法や積算内訳等を記載した書類 

 （別紙） 

（２）課税期間分の消費税及び地方消費税の確定申告書（写し） 

（３）課税売上割合・控除対象仕入れ税額等の計算表（写し） 



別紙 

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の計算方法や積算の内訳等を記載した書類 

１ 事業実施主体名 

２ 事業実施主体住所 

３ 代表者職氏名 

４ 補助事業名 

５ 補助金額 

６ 当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額 

７ ６の計算方法や積算の内訳 

（１）補助対象経費（補助金の使途）の内訳 

区分 
課税 

仕入れ 

非課税 

仕入れ 
合計 課税売上 

対応分 

非課税売上

対応分 

共通対応

分 

経
費
の
内
訳

（２）課税売上割合   ％ 

（３）補助金に係る仕入控除税額の計算方法 


